
資料２　環境情報戦略に基づく施策の状況（一覧表）

（１）情報立脚型の環境行政の実現のための情報整備と活用
(1)①
環境と経
済社会活
動に関す
る情報収
集の強化

・公的統計の整備に関する基本的な計
画（平成21年３月13日閣議決定）に示
された環境統計の整備に関する事項を
着実かつ計画的に実施する。

－ － － － － － － － － － － － －
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○気象庁と協力して、同庁が作成
する気候統計を活用して気候変動
に関する科学的分析や国民への普
及啓発を行う。

環境省

○

○気象庁が作成する統計を活用し、文
部科学省、気象庁と共同で2009年10月
に「温暖化の観測・予測及び影響評価
統合レポート」の作成、公表をするな
ど気候変動に関する科学的分析・普及
啓発を行ったところ。

○気象庁が作成する統計を活用し、平成
25年3月には、文部科学省、気象庁と共同
で「気候変動の観測・予測及び影響評価
統合レポート　日本の気候変動とその影
響（2012年度版）」の作成、公表をした
ほか、平成25年度には、統計も活用した
気候予測計算を行い、気候変動に関する
科学的分析・普及啓発を行った。今後も
引き続き、所要の対応方策の余地につい
て検討予定。【地球局】

○「気候変動の観測・予測及び影響評価
統合レポート　日本の気候変動とその影
響（2012年度版）」の作成においては、
前回作成後に蓄積した情報を活用し、海
面水温の変化に関する新たな知見が追加
されるなど内容が一層充実したほか、日
本周辺の詳細な気候予測を実施したこと
で、国民が気候変動をより身近な問題と
受け止めることができるよう普及啓発を
行うことができた。

○気候変動対策を着実に推進するため、引
き続き科学的分析を進め、国民への普及啓
発を行っていく。
また、中央環境審議会地球環境部会気候変
動影響評価等小委員会において取りまとめ
を予定している気候変動の影響に関する報
告書や平成27年夏頃を目途に策定を予定し
ている政府の適応計画の検討に際して、こ
れまでに蓄積した知見を活用していくほ
か、地方における適応の推進を図るため、
地域において活用できる情報の創出を検討
していく。

○「気候変動の観測・予
測及び影響評価統合レ
ポート　日本の気候変動
とその影響（2012年度
版）」

○ ○

http://www.env.go.
jp/earth/ondanka/r
ep130412/report_fu
ll.pdf
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○関係府省と協力して、この数年
内に、温室効果ガスの排出及び吸
収に関する統計データの充実や気
候変動による影響（人間、農作
物、建築物等）に関する統計を整
備する。

環境省

○

○温室効果ガス排出量・吸収量をより
精緻に算定するため、環境省が設置し
ている「温室効果ガス排出量算定方法
検討会」等において、算定に用いる統
計データの充実について、関係省庁と
協力して検討を行った。
○気候変動による影響（人間、農作
物、建築物等）に関する統計整備を検
討するための有識者によるワーキング
グループを設置し、整備の基本方針を
とりまとめた。平成24年度以降、基本
方針に基づき、関係府省と協力して、
統計を整備し、HPやレポートにより公
開する。

○温室効果ガス排出量・吸収量をより精
緻に算定するため、環境省が設置してい
る「温室効果ガス排出量算定方法検討
会」等において、算定に用いる統計デー
タの充実について、関係省庁と協力して
検討を行った。
○関係府省と協力して統計を整備し、気
候変動影響統計ポータルサイトやレポー
トにより公開を行った。【地球局】

○平成24年度は２月、平成25年度は１月
に「温室効果ガス排出量算定方法検討
会」等を開催し、各分野の分科会から報
告された算定方法等を検討した。
○平成24年3月に開設されたポータルサイ
トの運用を行った。ポータルサイトの利
便性を向上するためにインデックス欄の
改善などを行い、広報活動の強化のため
にポータルサイトのバナー設置などを
行った。

○今後も、温室効果ガス排出量・吸収量を
算定するに当たり、分野ごとの様々な課題
について、「温室効果ガス排出量算定方法
検討会」等において、検討を進めていく予
定。
○ポータルサイトの利用状況を把握し、利
便性をより向上させるため、ポータルサイ
トの更新を行う予定である。

○温室効果ガス排出量算
定方法検討会
○気候変動影響統計ポー
タルサイト

○

http://www.env.go.
jp/earth/ondanka/s
antei_k/index.html

http://www.nies.go
.jp/occco/statisti
cs_portal/index.ht
ml
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○総務省は、環境省及び資源エネ
ルギー庁と共同して、各世帯のエ
ネルギー消費の実態（電力、都市
ガス、プロパンガス、灯油、ガソ
リン等）と耐久財の保有状況の関
係を世帯属性ごとに把握できるよ
うな統計を作成する。

総務
省、環
境省、
資源エ
ネル
ギー庁

○

○平成21年全国消費実態調査（総務
省）の耐久財等調査票及び家計簿を用
いて、各世帯のエネルギー消費の実態
と耐久財の保有状況の関係について集
計し、平成24年３月に結果を公表し
た。【総務省】

（平成23年度末までに基本計画に沿っ
た形で所要の措置を講じており、統計
委員会においても、「実施済」が妥当
と評価を得ている。）

－ －

○平成26年全国消費実態調査（平成26年９
～11月実施）においても、21年調査と同様
な集計を行い、平成27年12月に公表する予
定としている。

○平成21年全国消費実態
調査エネルギー消費に関
する特別集計結果
（「統計局・政策統括官
(統計基準担当)・統計研
究所ホームページ」サイ
ト内） ○

http://www.stat.go
.jp/data/zensho/20
09/energy/pdf/yoya
ku.pdf

4

○新エネルギー関連の一次統計に
ついては、既存の公表データを精
査し、必要性を確認の上、新エネ
ルギーなど再生可能エネルギーに
ついての公的な一次統計の作成に
ついて検討を開始する。

関係府
省（農
林水産
省、資
源エネ
ルギー
庁）

○

○新エネルギーなど再生可能エネル
ギーについての統計情報の整備を推進
した。具体的には、「平成23年度新エ
ネルギー等導入促進基礎調査（再生可
能エネルギー等の利用実態調査）」を
行い、再生可能エネルギーの普及に向
けた検討のため、再生可能エネルギー
等の市場動向やシステム設置費用等に
ついて調査を行い、利用実態の把握を
行った。

再生可能エネルギーの固定価格買取制度
による、設備認定及び導入量を集計。平
成24年7月の制度開始から毎月公表した。
【資源エネルギー庁】

平成24年7月に固定価格買取制度を開始。 引き続き設備認定及び導入量を公表予定。 ○再生可能エネルギー発
電設備の導入状況等
（「なっとく！再生可能
エネルギー」サイト内）

○

http://www.enecho.
meti.go.jp/categor
y/saving_and_new/s
aiene/index.html
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○総合エネルギー統計について
は、政策立案や地球温暖化対策を
実施しうるよう、速報値の公表に
ついて、正確性を確保しつつ、早
期化に努める。そのため、関係府
省は、総合エネルギー統計の作成
に利用する基礎統計について前年
度データの速報値をできるだけ早
期に利用できるよう努める。

資源エ
ネル
ギー
庁、関
係府省
（林野
庁、経
済産業
省、国
土交通
省等）

○

○総合エネルギー統計における基礎統
計の提供元である各府省との連携の
下、統計の正確性に配慮しつつ、平成
21年度、22年度については速報値公表
の早期化が図れたものの、23年度は一
部の基礎統計データの東日本大震災の
影響等を考慮する必要があったことか
ら公表が遅れた。

○総合エネルギー統計における基礎統計
の提供元である各府省との連携の下、統
計の正確性に配慮しつつ、速報値公表の
早期化に努めた。【資源エネルギー庁】

○24年度は23年度よりも早く、25年度は
24年度よりも早く速報値を公表した。

○今後も引き続き各府省との連携の下、統
計の正確性に配慮しつつ、速報値公表の早
期化に努める。

○総合エネルギー統計
（「資源エネルギー庁統
計情報」サイト内）

○

http://www.enecho.
meti.go.jp/statist
ics/total_energy/

整理
番号

項　目
環境情報戦略における

「当面優先して取り組む施策」
着手の
有無

担当
府省

具体的な施策の内容

○「公的統計の整備に関する基本的な計
画」において定められた環境に関する統
計の段階的な整備のための具体的な措
置、方策等（別表｢第２ 公的統計の整備
に関し総合的かつ計画的に講ずべき施
策｣部分の３（５））を着実かつ計画的
に実施する。

書籍 パンフ

発信した情報の媒体

ＨＰ
（英）

CD等
データ

施策の開始から
平成23年度までに実施した業務

今後の課題・方向性
（今後３年間程度について記載）

平成24・25年度の取組

ＨＰ
実施した業務の概要 平成23年度からの変化、成果

発信した情報の名称
※赤字はポータルサイトに
リンクしていないもの

ホームページ
の

アドレス
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http://www.env.go.jp/earth/ondanka/rep130412/report_full.pdf
http://www.env.go.jp/earth/ondanka/rep130412/report_full.pdf
http://www.env.go.jp/earth/ondanka/rep130412/report_full.pdf
http://www.env.go.jp/earth/ondanka/rep130412/report_full.pdf
http://www.stat.go.jp/data/zensho/2009/energy/pdf/yoyaku.pdf
http://www.stat.go.jp/data/zensho/2009/energy/pdf/yoyaku.pdf
http://www.stat.go.jp/data/zensho/2009/energy/pdf/yoyaku.pdf
http://www.stat.go.jp/data/zensho/2009/energy/pdf/yoyaku.pdf
http://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/
http://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/
http://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/
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整理
番号

項　目
環境情報戦略における

「当面優先して取り組む施策」
着手の
有無

担当
府省

具体的な施策の内容
書籍 パンフ

発信した情報の媒体

ＨＰ
（英）

CD等
データ

施策の開始から
平成23年度までに実施した業務

今後の課題・方向性
（今後３年間程度について記載）

平成24・25年度の取組

ＨＰ
実施した業務の概要 平成23年度からの変化、成果

発信した情報の名称
※赤字はポータルサイトに
リンクしていないもの

ホームページ
の

アドレス
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○廃棄物及び副産物を把握する統
計の整備について、検討する場を
設ける。

関係府
省（農
林水産
省、経
済産業
省、環
境省）

○

○平成21年12月に関係府省、学識経験
者、産業関係者からなる「廃棄物統計
の精度向上及び迅速化のための検討
会」を設置した。平成22年度は計５回
開催した。同検討会において、廃棄物
統計の精度向上及び迅速化について検
討を進めているところ。

○平成24年度及び平成25年度において、
「廃棄物統計の精度向上及び迅速化のた
めの検討会」をそれぞれ計4回開催し、廃
棄物等に関する統計の精度向上及び迅速
化について検討を行った。
○具体的には、検討結果として「廃棄物
統計の精度向上及び迅速化のための検討
調査報告書」を取りまとめるとともに、
平成23年度及び平成24年度の統計として
「日本の廃棄物処理」、「産業廃棄物排
出・処理状況調査報告書」及び「廃棄物
等循環利用量実態調査」を取りまとめ、
公表した.【廃リ部】

○東日本大震災により発生した災害廃棄
物を含めた廃棄物等に関する統計の精度
向上及び迅速化について検討を行い、そ
の結果を公表した。

○廃棄物等に関する統計が温室効果ガスの
排出量を算出するために用いられているこ
とを踏まえ、その精度向上及び公表の迅速
化に向けた更なる検討を行う。

（平成23年度実績）
○廃棄物統計の精度向上
及び迅速化のための検討
調査報告書
○日本の廃棄物処理
○産業廃棄物排出・処理
状況調査報告書
○廃棄物等循環利用量実
態調査編

（平成24年度実績）
○廃棄物統計の精度向上
及び迅速化のための検討
調査報告書
○日本の廃棄物処理
○産業廃棄物排出・処理
状況調査報告書
○廃棄物等循環利用量実
態調査編

○

http://www.env.go.
jp/recycle/report/
h25-02/03.pdf

http://www.env.go.
jp/recycle/waste_t
ech/ippan/h23/data
/disposal.pdf

http://www.env.go.
jp/recycle/waste/s
angyo.html

http://www.env.go.
jp/recycle/report/
h25-02/04.pdf

http://www.env.go.
jp/recycle/report/
h26-06/04.pdf

http://www.env.go.
jp/recycle/waste_t
ech/ippan/h24/data
/disposal.pdf

http://www.env.go.
jp/recycle/waste/s
angyo.html

http://www.env.go.
jp/recycle/report/
h26-06/03.pdf
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○総務省及び経済産業省と協力し
て、環境分野分析用の産業連関表
の充実についての検討を開始す
る。

環境省

○

○環境分野分析用産業連関表（環境
IO）の充実について検討を行うため、
平成22年度においては、平成23年度以
降の作業方針等を定めた「環境分野分
析用産業連関表の作成に関する作業方
針の骨子」を作成した。また、平成23
年度においては平成24・25年度に整備
する環境IOの詳細な設計や今後の作業
方針等を定めた「環境IO作成要領」を
作成した。

○平成23年度に作成した平成17年版環境
IO（試行版）の作成要領に基づき、平成
24年度に、行34部門×列34部門の統合大
分類ベースで平成17年版環境IOを作成し
た。さらに平成25年度には、行520部門×
列407部門の基本分類ベースで作成し、平
成23年版環境IO作成に向けた課題を抽出
するとともに、検討会における専門家の
意見を踏まえて、平成23年版環境IOの作
成要領を作成した。【企調室】

○実際に平成17年版環境IO（試行版）を
作成し、課題を抽出することで、公表可
能な環境IOの構成を検討し、平成23年版
環境IOの作成要領を作成することができ
た。

○平成23年版環境IOを作成し、平成27年度
以降を目途にホームページ上で公開する予
定。

○環境分野分析用産業連
関表の概要　平成25年3
月（日本語版、英語版）

○

http://www.env.go.
jp/doc/toukei/cont
ents/pdfdata/20131
2.pdf

http://www.env.go.
jp/en/statistics/c
ontents/pdfdata/20
1303_e.pdf
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○総務省始め関係府省と協力し
て、この数年内に環境に関する統
計と経済社会領域の統計（人口、
経済活動、建築、建設物、社会施
設等）を地理情報上に結び付け
て、領域環境統計を構築すること
の検討を開始する。

環境省

○

○「地図で見る統計（統計GIS）」の利
用のため、環境統計のデータフォー
マット変換手順等を整理した。

○平成23年度に整理したデータフォー
マット変換手順を基に、環境省内の統計
調査について、「地図で見る統計（統計
GIS）」に活用できるか検討した。【企調
室】

○環境省内の統計調査について、平成23
年度に整理したデータフォーマット変換
手順を基に、各統計の性質上、地理的情
報と結びつけられるか検討するよう各統
計担当者に依頼を行った。

○環境省内の統計調査の中で、検討を踏ま
えた結果、「地図で見る統計」の条件に該
当する統計調査については、整理したデー
タフォーマット変換手順に基づき、「地図
で見る統計」に登録する。データフォー
マット変換に当たっては、膨大なデータを
処理する必要があり、平成30年度までに登
録を完了させることを目指す。

9

・環境と経済に関する政策研究を実施
する体制を整備する。同体制の下、環
境と経済社会活動に関する情報の充実
を図る。

環境省

○

○行政課題を踏まえ政策研究を行う分
野を設定し、公募された研究課題につ
いて、平成21年度より3カ年（一部2カ
年）を期間として、研究者と行政担当
者とで緊密に連携し、外部有識者によ
る審査・評価等を行いながら、計15課
題について研究を行った。

○環境経済の政策研究
第1期研究（平成21年度～平成23年度）の
継続事業（第2期研究。平成24年度～平成
26年度）として、計9課題の研究を進めて
いる。【経調室】

○各研究課題について、年度末に審査・
評価委員会による評価を行った。良好な
研究成果をＢ（研究計画を一定程度満た
していて、かつ良好な研究成果を示して
いる研究。）として、達成度（研究成果
Ｂ以上を獲得した課題数／全評価対象課
題数）を算出した。
平成23年度：66.7％（15課題中10課題）
平成24年度：100％（9課題全て）
平成25年度：88.9％（9課題中8課題）

○第2期研究の研究成果を環境政策の企
画・立案に活用する。
○第3期研究（平成27年度～平成29年度）
においても、経済・社会と調和した環境政
策の企画・立案に資する基礎的な分析・理
論等の知見を提供できる研究成果となるよ
うな研究課題を公募し、研究を進める。

○環境経済情報ポータル
サイト
○環境経済の調査・研究
情報

　 　 　 ○

http://www.env.go.
jp/policy/keizai_p
ortal/index.html

http://www.env.go.
jp/policy/keizai_p
ortal/F_research/i
ndex.html
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・効果的な施策の企画、実施に資する
よう、国全体から個別の経済主体ま
で、各レベルでの環境負荷の実態等、
現在十分把握されていない必要な環境
情報の収集の強化を図る。

環境省

○

○家庭部門の二酸化炭素の排出実態を
把握するため、将来的な政府統計の整
備に先立って、統計のあり方や標本設
計、既存統計の活用等の事前検討を
行った。

○家庭部門の二酸化炭素の排出実態を把
握する政府統計の整備のため、平成24～
25年度に北海道と関東甲信で試験調査を
行い、設計の検証等を行った。【地球
局】

○平成22～23年度の事前検討結果を踏ま
え、平成24～25年度に政府統計として、
試験調査を実施した。

○平成26～27年度に全国の世帯を対象とし
た全国試験調査を実施するとともに、関連
した調査を行う。その結果を踏まえて最終
的な検証を行い、本格実施につなげる。

○報道発表資料（試験調
査の結果）

　 　 　 ○ 　

http://www.env.go.
jp/press/press.php
?serial=17985
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(1)②
国土の自
然環境に
関する情
報収集の
強化

・第３次生物多様性国家戦略(平成19年
11月27日閣議決定)に基づき、自然環境
保全基礎調査及び重要生態系監視地域
モニタリング推進事業（モニタリング
サイト1000）を一層推進する。

環境省 ○自然環境保全基礎調査において、植
生調査（植生図の作成）、哺乳類等生
物情報収集・提供システムの構築を実
施した。

○自然環境保全基礎調査において、植生
調査（植生図の作成）を行った。また、
平成25年度には、市民参加型の生物多様
性情報収集・提供システム「いきものロ
グ」を公開した。【自然局】

○植生図整備図面数
H23年度　212
H24年度　183
H25年度　161
○市民参加型の生物情報収集・提供シス
テム「いきものログ」の公開

○植生調査は、調査期間が限定される地域
や急峻な山岳地帯の多い地域等をより重点
的に整備を進めていく。

○いきものログでは、国や地方公共団体が
管理するより多くの生物多様性情報を収
集・提供するとともに、一般参加者からの
生物多様性情報の収集増加を図り、幅広く
提供する。

○自然環境保全基礎調査　
植生調査情報提供ホーム
ページ

○生物情報収集・提供シ
ステム　いきものログ
ホームページ

　 　 　 ○ 　

http://www.vegetat
ion.biodic.go.jp/

http://ikilog.biod
ic.go.jp/

○

○環境保全の取組が経済をどのように発
展させていくのか、経済動向が環境にど
のような影響を与えるのか等について調
査分析し、環境と共生できる新しい経済
社会の将来像の提示や環境政策を戦略的
に進めるための研究を進める。

○家庭における生活行動毎の環境負荷
等、特に情報の収集の強化を図るべき分
野について検討し、その結果に基づき、
必要な取組を進める。

○昭和48年から実施している自然環境保
全基礎調査を引き続き実施し、速報性の
向上に努めつつ、国土の生物多様性の現
況把握や変化状況の監視を進める。
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資料２　環境情報戦略に基づく施策の状況（一覧表）

整理
番号

項　目
環境情報戦略における

「当面優先して取り組む施策」
着手の
有無

担当
府省

具体的な施策の内容
書籍 パンフ

発信した情報の媒体

ＨＰ
（英）

CD等
データ

施策の開始から
平成23年度までに実施した業務

今後の課題・方向性
（今後３年間程度について記載）

平成24・25年度の取組

ＨＰ
実施した業務の概要 平成23年度からの変化、成果

発信した情報の名称
※赤字はポータルサイトに
リンクしていないもの

ホームページ
の

アドレス

12

環境省 ○モニタリングサイト1000において、
高山帯、森林・草原、里地里山、湖
沼・湿原、砂浜、磯、干潟、アマモ
場、藻場、サンゴ礁、小島嶼の各調査
サイトにおいて調査を実施した。

○モニタリングサイト1000において、高
山帯、森林・草原、里地里山、湖沼・湿
原、砂浜、磯、干潟、アマモ場、藻場、
サンゴ礁、小島嶼の各調査サイトにおい
て調査を実施した。【自然局】

○モニタリングサイト1000調査サイト数
H23年度　1013
H24年度　1020
H25年度　1019

○現行の調査体制を維持しながら、国及び
地方公共団体による自然環境施策や学術研
究に資するデータの公開を進める。

○「モニタリングサイト
1000」ホームページ
○各調査における報告
書、速報、モニタリング
サイト1000ニュースレ
ター

○ ○ 　 ○ 　

http://www.biodic.
go.jp/moni1000/ind
ex.html

13

・生物多様性・生態系に係るデータを
始め、各地域の自然環境の状況や経済
社会活動がこれらの環境に与える影響
について継続的な状況把握を行い、
データの充実を図る。

環境省 ○平成22年５月に生物多様性総合評価
の結果を取りまとめて公表した。

○生物多様性総合評価の実施により抽出
された課題を踏まえ、生物多様性評価地
図とカルテをホームページ上で公表した
ほか、地域における生物多様性評価の地
図化の促進のための手引きの作成を行っ
た。【自然局】

○生物多様性評価地図とカルテをホーム
ページ上で公表した。

○平成27年度頃に、我が国における生物多
様性に関する総合的な評価を実施予定。

○生物多様性総合評価
(JBO)（「生物多様性」
サイト内）
○生物多様性評価の地図
化
（「生物多様性」サイト
内）

○ ○ 　 ○ 　

http://www.biodic.
go.jp/biodiversity
/activity/policy/j
bo/index.html

http://www.biodic.
go.jp/biodiversity
/activity/policy/m
ap/
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○平成22年度及び平成23年度にかけて
生物多様性評価の地図化に関する検討
会を計７回開催し、49枚の生物多様性
評価地図を作成した。
○地域毎の生物多様性の現状と配慮事
項を取りまとめたカルテを作成した。

○平成25年度から生物多様性評価地図と
カルテをホームページ上で公表している
ほか、平成25年に地域における生物多様
性評価の地図化の促進のための基礎的な
知識手法、既存の活用事例等を整理し
た。【自然局】

○平成22～24年度に作成した生物多様性
評価地図とカルテをホームページ上で公
表した。

○平成27年度頃に、我が国における生物多
様性に関する総合的な評価を実施予定。

○生物多様性評価の地図
化
（「生物多様性」サイト
内）

○ ○

http://www.biodic.
go.jp/biodiversity
/activity/policy/m
ap/
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環境省 ○自然環境保全基礎調査及びモニタリ
ングサイト1000等の調査を実施するこ
とにより、我が国に生息・生育する動
植物種の分布に関する情報を収集した

○自然環境保全基礎調査及びモニタリン
グサイト1000等の調査を実施することに
より、我が国に生息・生育する動植物種
の分布に関する情報を収集した。【自然
局】

○モニタリングサイト1000調査サイト数
H23年度　1013
H24年度　1020
H25年度　1019

○現行の調査体制を維持しながら、国及び
地方公共団体による自然環境施策や学術研
究に資するデータの公開を進める。

○自然環境保全基礎調査　
植生調査情報提供ホーム
ページ
○「モニタリングサイト
1000」ホームページ
○各調査における報告
書、速報、モニタリング
サイト1000ニュースレ
ター

○ ○ 　 ○ 　

http://www.vegetat
ion.biodic.go.jp/

http://www.biodic.
go.jp/moni1000/ind
ex.html

16

・環境省始め関係府省間の情報交換に
より、沿岸域を含む海洋における生物
多様性に関する総合的なデータを整備
する。

環境
省、文
部科学
省、農
林水産
省、経
済産業
省、国
土交通
省及び
防衛省

○我が国周辺水域の水産資源について
適切な資源回復・資源管理を推進して
いくため、水産資源の動向を的確に把
握し、評価することが極めて重要であ
ることから、平成23年度に事業の見直
しを行った上で引き続き「我が国周辺
水域資源評価等推進事業」として52魚
種・84系群の主要水産生物の資源調
査・研究及び資源評価を実施。その結
果については、資源回復・資源管理施
策等の基礎データとして活用した。

○我が国周辺水域の水産資源について適
切な資源回復・資源管理を推進していく
ため、水産資源の動向を的確に把握し、
評価することが極めて重要であることか
ら、平成23年度に事業の見直しを行った
上で引き続き「我が国周辺水域資源評価
等推進事業」として52魚種・84系群の主
要水産生物の資源調査・研究及び資源評
価を実施。その結果については、資源回
復・資源管理施策等の基礎データとして
活用した。【農林水産省】

○これまでの取組を引き続き実施した。 ○平成23年度に見直しを行ってから、5年
が経過する平成28年度において、更なる資
源回復・資源管理を推進するための見直し
を図る予定。

○わが国周辺の水産資源
の現状を知るために

○ ○ ○ ○ 　

http://abchan.job.
affrc.go.jp/index.
html
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○東京湾等における藻場、干潟などに
生息する生物モニタリング調査結果等
のデータを更新した。

○東京湾等における藻場、干潟などに生
息する生物や生息環境のモニタリング結
果等のデータを更新した。【国土交通
省】

○データの更新を継続して行っている。 ○引き続きモニタリング調査結果等のデー
タを更新し、これまで蓄積したデータと合
わせて、環境改善施策に活用する。

○東京湾環境情報セン
ター
○伊勢湾環境データベー
ス
○大阪湾環境データベー
ス
○瀬戸内海環境情報セン
ター 　 ○

http://www.tbeic.g
o.jp/

http://www.isewan-
db.go.jp/

http://kouwan.pa.k
kr.mlit.go.jp/kank
yo-db/

http://seto-
eicweb.pa.cgr.mlit
.go.jp/
（瀬戸内海環境情報
センターは公開停止
中）
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○日本海洋データセンター（JODC）で
は、我が国の総合的海洋データバンク
として、国内外の各機関の海洋観測
データの有効利用を図るため、各種海
洋データ・情報を一元的に収集・管
理・提供した。

○我が国の総合的海洋データバンクとし
て、国内外の各機関の海洋観測データの
有効利用を図るため、引き続き各種海洋
データ・情報を一元的に収集・管理・提
供した。【国土交通省】

○海洋における水温・塩分・潮汐等の海
象情報を中心にデータの収集が進み、提
供データの内容がいっそう充実した。ま
たシステムの更新を行い、ユーザーの利
便性が向上した。

○我が国の総合的海洋データバンクとして
引き続き各種海洋データ・情報の一元的な
収集・管理・提供につとめる。

○日本海洋データセン
ターホームページ

　 ○ ○ ○ ○

http://www.jodc.go
.jp/index_j.html
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○既存情報の収集整理
海洋生物多様性情報として、主に沿岸
域について、自然環境や動植物分布、
漁業に関する関係各省等の調査・研究
成果を収集整理した。
沿岸域及び周辺海域について、海洋生
態系の構成に関する研究成果等を収集
整理した。

○藻場、干潟、サンゴ礁など浅海域生態
系の生物相に関する新たなモニタリング
調査結果を更新し、自然環境データの充
実に努めた。【自然局】

○海洋生物多様性情報として、主に藻
場、干潟、サンゴ礁など自然環境データ
を充実させた。

○藻場、干潟、サンゴ礁など浅海域生態系
の生物相に関する新たなモニタリング調査
結果を更新し、自然環境データの充実に努
める。

○海洋生物多様性情報
（「生物多様性セン
ター」サイト内）

○ ○ ○

http://www.biodic.
go.jp/category/cat
egory.html
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○浅海域生態系のモニタリング調査
モニタリングサイト1000において、砂
浜、磯、干潟、アマモ場、藻場、サン
ゴ礁、小島嶼の各調査サイトにおいて
調査を実施した。

○浅海域生態系のモニタリング調査
モニタリングサイト1000において、砂
浜、磯、干潟、アマモ場、藻場、サンゴ
礁、小島嶼の各調査サイトにおいて調査
を実施した。【自然局】

○浅海域生態系のモニタリング調査
モニタリングサイト1000調査サイト数(沿
岸・浅海域)
H23年度　224
H24年度　255
H25年度　261

○現行の調査体制を維持しながら、国及び
地方公共団体による自然環境施策や学術研
究に資するデータの公開を進める。

○「モニタリングサイト
1000」ホームページ
○各調査における報告
書、速報、モニタリング
サイト1000ニュースレ
ター

○ ○ ○

http://www.biodic.
go.jp/moni1000/ind
ex.html

○

○

○生物多様性の総合評価を通じて、関係
府省との連携のもと、生物多様性の変化
の状況や各種施策の効果等を的確に把握
するための手法の検討を進める。

○我が国に生息・生育する動植物種の分
布に関する継続的な情報収集等を関係府
省と連携して実施する。

○藻場、干潟、サンゴ礁など浅海域生態
系の生物相に関するモニタリング調査を
継続的に実施し自然環境データの充実に
努めるとともに、主にわが国の200海里
域内における海洋生物の生息状況等海洋
生物多様性に関するさまざまな情報の収
集整備を図る。 　　　　　　　　　　　
　　　　　○海洋における重要生態系や
海洋生物に関する科学的データの基礎整
備を関係府省の連携のもとに進める。

○「生態系総合監視システム」の一環と
してモニタリングサイト1000事業を拡充
する。

○
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資料２　環境情報戦略に基づく施策の状況（一覧表）

整理
番号

項　目
環境情報戦略における

「当面優先して取り組む施策」
着手の
有無

担当
府省

具体的な施策の内容
書籍 パンフ

発信した情報の媒体

ＨＰ
（英）

CD等
データ

施策の開始から
平成23年度までに実施した業務

今後の課題・方向性
（今後３年間程度について記載）

平成24・25年度の取組

ＨＰ
実施した業務の概要 平成23年度からの変化、成果

発信した情報の名称
※赤字はポータルサイトに
リンクしていないもの

ホームページ
の

アドレス

21

・生物多様性・生態系の状況を経年的
に把握するため、環境省始め関係府省
が連携し、衛星データ等も活用しなが
ら、生物多様性の総合監視システムの
構築を進める。

環境省
文部科
学省

○

○未整備地域の多い北海道のモデル地
域を対象に、リモートセンシングを活
用した。

○植生調査を行うにあたり、調査期間が
限定される地域や急峻な山岳地帯の多い
地域等において衛星画像を利用したリ
モートセンシングを活用した。【自然
局】

○植生図作成の工程において、積極的に
衛星画像による判読を取り入れていくこ
とで、作業の効率化を行った。

○植生調査については、今後の3年間で国
土の78％程度の植生図作成を行い、衛星画
像の積極的な利用等により効率化を図り、
引き続き早期の植生図全国整備を目指す。

○自然環境保全基礎調査　
植生調査情報提供ホーム
ページ

　 　 　 ○ 　

http://www.vegetat
ion.biodic.go.jp/

22

・地方公共団体においても、政府機関
に準じ、地域の実情に応じた自然環境
の状況データの計画的な把握を行って
いくことが期待される。

環境省

○

○自然環境に関する調査研究を行って
いる国及び都道府県等の機関相互の情
報交換を促進するため、平成22年度及
び23年度においてそれぞれ1回自然系調
査研究機関連絡会議（NORNAC）を開催
した。

○自然環境に関する調査研究を行ってい
る国及び都道府県等の機関相互の情報交
換を促進するため、平成24年度及び25年
度においてそれぞれ1回自然系調査研究機
関連絡会議（NORNAC）を開催した。【自
然局】

○平成24年度に1団体増えて参加構成機関
が38団体となった。

○参加構成機関の拡大を図るとともに構成
機関が収集している生物情報のいきものロ
グへの登録を進める。

○自然系調査研究機関連
絡会議のページ

　 　 　 ○ 　

http://www.biodic.
go.jp/relatedinst/
rinst_main.html

23

(1)③
情報アー
カイブの
構築

・我が国の政策作りや過去の公害克服
経験を内外の政策立案者へ発信するこ
と等に資するよう情報アーカイブの構
築に努める。このため、国立国会図書
館支部環境省図書館の電子化等を進め
る。

環境省 ○国立国会図書館の電子化事業におい
て、環境省所蔵資料の一部を電子化し
た。
○環境省図書館が所蔵する図書の書誌
情報をインターネット等から検索利用
できるよう、書誌情報を整理、データ
ベース化し平成23年度から環境省ホー
ムページにおいて公開した。

○環境省所蔵資料の一部を電子化した。
（平成24年度　115件、平成25年度 41
件）
○国立国会図書館の電子化事業において
電子化した環境省資料の一部（133件）
が、国立国会図書館内でデジタルコレク
ション（国立国会図書館デジタル化資
料）として閲覧出来るようになった(平成
25年度）。【情報室】

○少しずつではあるが、変色･摩滅してき
ている過去の環境省資料を電子化し、
CD(DVD)の形で閲覧できるようにした。

○環境省成果物について、紙媒体から電子
媒体への納入を関連部局と連携して推奨し
ていく。

　 　 　 　 　

24

環境省 ○常設展示の改修工事を実施し、水銀
はどのような物質であるか、世界の水
銀汚染の状況等について来館者に分か
りやすい情報発信が行えるようになっ
た。また、公開する資料の充実を図る
ために水俣病に関する資料を保有する
者（団体）から当該資料を収集し整備
を促進した。

○平成25年10月に開催された「水銀に関
する水俣条約外交会議」におけるサイド
イベントとして国立水俣病総合研究セン
ターが関わる国際協力事業を的確に理解
できるように海外の水銀汚染調査や健康
被害調査を明示したパネル展示（和文、
英文）し、説明者対応の強化を図った。
　また、水俣病に関する資料の収集・整
備を引き続き行った。【保健部】

○水俣病情報センターが平成23年4月に内
閣総理大臣から歴史的資料保有施設とし
て指定を受けたことを踏まえて、水俣病
に関する資料等の収集・整備を加速させ
たこととともに、平成25年の水俣条約の
採択による海外関係者の来館増加に対応
できるよう対策を講じた。

○展示の水銀研究事業等の更新及び多言語
化を行い、国際的な情報発信を進めるとと
もに、収集した資料の公開に係わる事案に
ついて、行政機関の保有する情報の公開に
関する法律、公文書の管理に関する法律の
趣旨を踏まえつつ、ウェブサイトを活用し
たデータベース検索等の構築を行う。

　 　 　 　 　

25

・情報アーカイブを構築するための検
討を実施する。

環境省

○

○平成23年度から環境省ホームページ
において公開したシステムについて
は、情報アーカイブの登録、発信等の
機能拡張が可能なオープンソースによ
りシステムを構築した。

○新規データ登録が簡便になるよう登録
方法についてシステム改修等を行った(平
成24年度）。
○国立国会図書館に報告する統計情報の
自動抽出機能について検討し、システム
の改修を行った(平成25年度）。【情報
室】

○機能拡張により、作業の効率化が図ら
れた。

○引き続き、電子化資料の提供方法等の問
題となるところを把握し、分析・改良に努
めることとする。

　 　 　 　

26

・保存情報の検索等、利用サービスの
開始を目指す。
また、内外の環境情報に係るサイトと
のリンク等、情報アーカイブについて
のポータルサイトを構築する。その
際、インターネット普及以前の環境情
報の電子化、蓄積も推進する。

環境省

○

○環境省図書館が所蔵する図書の書誌
情報をインターネット等から検索利用
できるよう、書誌情報を整理、データ
ベース化し平成23年度から環境省ホー
ムページにおいて公開した。

○平成24年度 811件、平成25年度 1,472
件の所蔵情報の追加登録、情報発信し
た。【情報室】

○国立国会図書館中央館・支部図書館分
散型総合目録データベースシステムに参
画できたことにより、所蔵検索に大きく
貢献し、職員の利便性に寄与した。

○引き続き、新規データ登録を迅速に行
い、最新の情報発信に努めることとする。

○環境省図書館（資料の
検索）

　 　 　 ○ 　

https://www2.env.g
o.jp/library/

27

(1)④
標準的
フォー
マットに
よる提供
情報の信
頼性、正
確性の確
保等

・一次情報の利用を円滑にするため、
その収集の際に標準的フォーマットに
よるメタデータ（作成者のほか、デー
タ収集方法、更新頻度、最終更新日等
を含む）を整備して提供、保存するこ
とにより、データ相互間における信頼
性等の比較検討を可能とする。このた
め、関連する専門家の意見を聴きつ
つ、メタデータの標準的フォーマット
を作成し、関係府省等における普及を
図ること等を検討する。

環境省

○

○国立環境研究所で行われた取組を参
考に、引き続きメタデータのフォー
マットに関する検討を進めた。なお、
国立環境研究所が運営している環境情
報提供サイト「環境展望台」では、平
成23年度よりメタデータのフォーマッ
トであるJMP2.0により整備を行ったと
ころ。

○環境情報の標準的フォーマットに係る
各国の動向や国内各主体の取組の状況な
どを調査し、標準的フォーマットの整備
に関する課題等について整理・分析する
べく、平成26年度予算において必要な予
算の措置を行った。【企調室】

○具体的に標準的フォーマットの整備に
関する課題等について整理・分析するべ
く、予算措置を行った。
平成26年度予算額2,515千円。

○平成26年度の整理・分析を踏まえて、専
門家の意見も聞きつつ、具体的な環境情報
の標準的フォーマットを検討する。

　 　 　 　 　

○陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS）
等人工衛星の開発・運用や画像解析をは
じめリモートセンシング技術の利活用等
による広域的生態系モニタリングを実施
し、各省等のデータの共有、相互利用の
促進等の連携強化や速報性の向上を図
り、我が国の自然環境の総合的な監視態
勢の構築を進める。

○環境省が毎年開催する全国都道府県及
び政令指定都市等環境担当部局長会議、
自然系調査研究機関連絡会議（NORNAC）
等において、必要な指導や要請、研修等
を実施していく。

○

○国立国会図書館支部環境省図書館中期
計画（平成20年３月１日国立国会図書館
支部環境省図書館長決定）等を踏まえ、
情報アーカイブを構築するための検討を
開始する。

○国立国会図書館支部環境省図書館中期
計画（平成20年３月１日国立国会図書館
支部環境省図書館長決定）等に基づく検
討結果等を踏まえ、左記のサービスや
ポータルサイトの構築等を開始する。

○関連する専門家及び関係府省の意見を
聴きながら、本戦略５（１）④で記載さ
れた事項を含み、関係府省等で共通に使
える標準的なフォーマットを、既存の
データベース等で使用されているものを
参考にしつつ作成する。同フォーマット
の普及については、環境情報戦略連絡会
等により実施する。

○国立国会図書館支部環境省図書館中期
計画（平成20年３月１日国立国会図書館
支部環境省図書館長決定）等を踏まえ、
国立国会図書館支部環境省図書館の電子
化等を進める。

○国立水俣病総合研究センター水俣病情
報センターの公文書館的位置づけを明確
にし、適切な情報収集と公開を推進す
る。

4/10

http://www.vegetation.biodic.go.jp/
http://www.vegetation.biodic.go.jp/
http://www.biodic.go.jp/relatedinst/rinst_main.html
http://www.biodic.go.jp/relatedinst/rinst_main.html
http://www.biodic.go.jp/relatedinst/rinst_main.html
https://www2.env.go.jp/library/
https://www2.env.go.jp/library/


資料２　環境情報戦略に基づく施策の状況（一覧表）

整理
番号

項　目
環境情報戦略における

「当面優先して取り組む施策」
着手の
有無

担当
府省

具体的な施策の内容
書籍 パンフ

発信した情報の媒体

ＨＰ
（英）

CD等
データ

施策の開始から
平成23年度までに実施した業務

今後の課題・方向性
（今後３年間程度について記載）

平成24・25年度の取組

ＨＰ
実施した業務の概要 平成23年度からの変化、成果

発信した情報の名称
※赤字はポータルサイトに
リンクしていないもの

ホームページ
の

アドレス

28

(1)⑤
環境省と
関係府省
及び地方
公共団体
等との連
携協力

・本戦略を推進するため、環境基本計
画の点検プロセスの利用を含め、関係
府省及び地方公共団体との会議の設置
等を検討する。役割分担を明らかにし
つつ、PDCAサイクルに基づき情報整備
に関する施策を連携協力して推進す
る。

環境省

○

○関係府省との連携協力の場である
「環境情報戦略連絡会」は設置済みで
あるが、地方公共団体との会議の設置
については検討を進めているところ。

○地方公共団体との連携協力を深めるべ
く、都道府県・政令指定都市の一部に対
し、環境情報戦略についての説明を行う
とともに、国の行う環境情報の整備・発
信等についてのアンケート調査を実施し
た。【企調室】

○アンケート調査の実施状況：平成25年2
月、環境計画課主催の会議の出席者であ
る15地方公共団体に対し実施した（北海
道、栃木県、神奈川県、富山県、長野
県、滋賀県、兵庫県、和歌山県、島根
県、徳島県、熊本県、大分県、宮崎県、
新潟市、熊本市）。
○アンケートの主な意見は以下のとお
り。
・ 断片的な情報の提供が多いため、利用
者が分かりやすいように体系的な情報集
約及び情報提供が必要。（環境情報で
も、他省庁のホームページに掲載されて
いる場合もあり。）
・ 自治体では、環境情報だけでなく他の
行政情報と連携した発信が必要であり、
国レベルでも工夫してほしい。

○引き続き政令指定都市等に対する環境情
報戦略の説明を行い、地方公共団体との会
議の設置について検討を進めると同時に、
様々なチャンネルを通じた現状や途中経過
を含めた情報の共有を検討する。
○アンケート結果を踏まえ、「我が国の環
境政策に関するポータルサイト『日本の環
境政策』」及び「環境経済情報ポータルサ
イト」の充実を図る。

　 　 　 　 　

29

(1)⑥
環境情報
の質の向
上に向け
た取組

・OECD環境政策委員会環境情報・アウ
トルックワーキンググループ等におけ
る国際的な議論の動向を踏まえ、⑤に
基づく環境省と関係府省及び地方公共
団体との会議等の場を通じ連携協力を
確保しつつ、環境情報の収集プロセス
や頻度の適正化等によって情報の質の
向上が図られるよう検討する。

環境省

○

○OECD環境政策委員会環境情報・アウ
トルックワーキンググループは環境情
報作業部会と改組している。環境省か
らは、年1回開催される当該作業部会に
引き続き参加し、情報収集を行った。

○OECD環境情報作業部会へ環境省職員や
専門家を派遣し、環境情報に関する情報
収集を行った。【企調室】

○これまでの取組を引き続き実施した。 ○引き続き、OECD環境情報作業部会におい
て環境情報に関する情報収集を行うととも
に、環境情報の質の向上に資する情報につ
いては、関係府省との情報共有を図ってい
く。

　 　 　 　 　

30

(1)⑦
環境情報
の収集、
整理、提
供に関す
る国際協
力ネット
ワークの
強化・構
築

・海外の環境の状況や取組に関する情
報収集の強化、推進を図る。そのた
め、海外で公開されている情報に加
え、国際機関、外国の環境行政機関、
環境関係の団体等との人的つながりに
より入手するオリジナルの情報を含
め、海外の環境に関する情報の整備、
蓄積及びその活用を図っていく。

環境省
外務省

○経済協力開発機構（OECD）や国連環
境計画（UNEP）等の国際機関が開催す
る各種環境関連の国際会議への出席、
各国からの要人来訪の積極的な受け入
れ、在京各国大使館の環境アタッシェ
等との交流等を通じて、海外の環境の
状況や諸外国の環境政策等に関する情
報の収集、蓄積を行った。

○経済協力開発機構（OECD）や国連環境
計画（UNEP）等の国際機関が開催する各
種環境関連の国際会議への出席、各国か
らの要人来訪の積極的な受け入れ、在京
各国大使館の環境アタッシェ等との交流
等を通じて、海外の環境の状況や諸外国
の環境政策等に関する情報の収集、蓄積
を行った。
○また、UNEPやアジア主要国と気候変動
やアジアにおける大気汚染への対応等に
関する政策対話を実施した。【地球局】

○平成25年度には、UNEPとの政策対話を
新たに開始した。
○平成25年度には、インドネシア共和
国・シンガポール共和国との環境政策対
話を新たに開始した。
○平成24年度から、環境省の政策等を紹
介する英語による国際広報誌の発行を再
開し、環境省ホームページにおいて発信
しているほか、在外公館のアタッシェや
在京大使館へ配布し、時宜に応じた情報
発信を行っている。

○引き続き国際会議への出席や外国からの
要人受け入れに積極的に取り組むほか、政
策対話の新規開催・再開を目指していく予
定。
○国際広報誌を、引き続き年４回発行し、
在外公館のアタッシェや在京大使館へ配布
をすることにより、時宜に応じた情報発信
を行っていく。

○国際広報誌 Japan 
Environment Quarterly 
(JEQ)

　 ○ 　 　 ○

http://www.env.go.
jp/en/focus/jeq/in
dex.html
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○海外の環境の状況や取組に関する情
報収集の強化、推進を図った。具体的
には、在外公館を通じて各種環境関連
情報を積極的に収集し、これらを国際
会議への対応や各種国内施策に活用し
た。

○海外の環境の状況や取組に関する情報
収集の強化、推進を図った。具体的に
は、在外公館を通じて各種環境関連情報
を積極的に収集し、これらを国際会議へ
の対応や各種国内施策に活用した。
○また、環境省の政策等を紹介する国際
広報誌を定期的に発行し、在外公館のア
タッシェや在京大使館へ配布した。
○さらに、環境省が取り組む国際的な環
境政策を省内で共有している。
○なお、これらの情報は環境省の英語版
ホームページにおいて積極的に発信して
いる。【地球局】

○平成24年度から国際広報誌の発行を再
開し、在外公館のアタッシェや在京大使
館へ配布し、時宜に応じた情報発信を
行っている。
○平成25年度から国際連携に関する省内
連絡会議を開催し、環境省内で行ってい
る気候変動対策、アジア地域の国々への
環境協力等の国際的な環境施策について
情報共有を行い、施策の有機的な連携に
努めている。

○引き続き、在外公館を通じて各種環境関
連情報を積極的に収集し、これらを国際会
議への対応や各種国内施策に活用する。ま
た、国際広報誌の発行及び在外公館等への
配布、省内連絡会議を継続的な開催、英語
版ホームページでの情報発信を実施する。

○国際広報誌 Japan 
Environment Quarterly 
(JEQ)
○環境省英語版ホーム
ページ

　 ○ 　 ○

http://www.env.go.
jp/en/focus/jeq/in
dex.html

http://www.env.go.
jp/en/
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・第３回地球観測サミット（平成17年
２月16日）において採択された全球地
球観測システム(GEOSS)10年実施計画に
基づき,地球観測情報の国際的な共有に
向けた情報の収集、整理、提供を引き
続き推進する。

環境省
全球地球観
測システム
(GEOSS)10
年実施計画
において定
める担当府
省

○国土地理院においては、各国の地理
空間情報当局と協力して地球地図デー
タの整備を行い、地球地図プロジェク
トの推進に取り組んだ。

○各国の地理空間情報当局と協力して地
球地図データ整備を行うと同時に、品質
管理プログラムの改良、衛星画像等によ
る地球地図データの作成・更新手法の開
発等を行った。【国土交通省】

○以下の項目について、整備・改良・開
発などを行った。
各国の地球地図データ、地球地図品質管
理プログラム第2版、地球地図全球版第2
版（土地被覆・植生）、衛星画像等によ
る地球地図第3版の作成・更新マニュア
ル、地球地図ラスタデータ作成プログラ
ム、地球地図タイル作成用描画仕様、地
球地図Web提供用データ整備ツール等。

○引き続き地球地図国際運営委員会の事務
局として地球地図プロジェクトを推進す
る。

○地球地図

　 ○ 　 ○ ○

http://www.gsi.go.
jp/kankyochiri/glo
balmap.html

○

○

○海外の環境の状況や取組に関する情報
収集の強化、推進を図る。そのため、海
外で公開されている情報に加え、国際機
関、外国の環境行政機関、環境関係の団
体等との人的つながりにより入手するオ
リジナルの情報を含め、海外の環境に関
する情報の整備、蓄積及びその活用を
図っていく。

○「10年実施計画」における我が国の役
割の実施について定めた地球観測の推進
戦略（平成16年12月27日総合科学技術会
議決定）を踏まえつつ、第３期科学技術
基本計画(平成18年3月28日閣議決定）の
環境分野に係る分野別推進戦略で位置づ
けられた方策によって得られた地球観測
情報の国際的な共有に向けた情報の収
集、整理、提供を推進する。

○環境省において、左記ワーキンググ
ループでの議論等を踏まえながら、重要
な環境情報や内容の変化が速い環境情報
については収集の頻度を高める等の検討
を行う。また、必要に応じ情報収集プロ
セスの迅速化を目指し、そのために必要
となる収集方法の改善について検討す
る。検討の成果については、関係府省及
び地方公共団体との会議等の場を通じ
て、連携協力を確保しつつ、環境情報の
収集プロセスや頻度の適正化等を促進す
る。

○21年度においては、地方公共団体との
会議の設置等を検討する。会議の開催に
当たり、関係府省にも通知し、参加を求
めることとする。

5/10

http://www.env.go.jp/en/focus/jeq/index.html
http://www.env.go.jp/en/focus/jeq/index.html
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http://www.gsi.go.jp/kankyochiri/globalmap.html


資料２　環境情報戦略に基づく施策の状況（一覧表）

整理
番号

項　目
環境情報戦略における

「当面優先して取り組む施策」
着手の
有無

担当
府省

具体的な施策の内容
書籍 パンフ

発信した情報の媒体

ＨＰ
（英）

CD等
データ

施策の開始から
平成23年度までに実施した業務

今後の課題・方向性
（今後３年間程度について記載）

平成24・25年度の取組

ＨＰ
実施した業務の概要 平成23年度からの変化、成果

発信した情報の名称
※赤字はポータルサイトに
リンクしていないもの

ホームページ
の

アドレス
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○全球地球観測システム(GEOSS)10年実
施計画に基づき、地球観測情報の国際
的な共有に向けて文部科学省が取りま
とめた調査結果をもとに、情報収集、
整理等を実施した。

○全球地球観測システム（GEOSS）10年実
施計画における我が国の役割の実施につ
いて定めた「地球観測の推進戦略」に位
置づけられている、温室効果ガス観測技
術衛星「いぶき」（GOSAT）を運用し、観
測されたデータの収集、提供を行ってい
る。また、平成29年度打ち上げを目指し
てGOSAT後継機の開発に平成24年度より着
手した。【地球局】

○平成29年度打ち上げを目指して平成24
年度よりGOSAT後継機の開発に着手した。

○GOSAT現行機の運用、観測、観測データ
提供を継続しつつ、平成29年度打ち上げを
目指してGOSAT後継機の開発を進める。

○GOSATプロジェクト
ホームページ

　 ○ ○ ○ ○

http://www.gosat.n
ies.go.jp/

34

○気象庁においては、アジアにおける
中核的な気象機関として、全世界的に
標準化された気象観測、データ処理・
データ交換のネットワークを通じ、引
き続き気象、気候分野における情報の
収集、整理、提供を実施した。

○気象庁においては、アジアにおける中
核的な気象機関として、全世界的に標準
化された気象観測、データ処理・データ
交換のネットワークを通じ、引き続き気
象、気候分野における情報の収集、整
理、提供を実施した。【国土交通省】

○航空機による二酸化炭素観測データを
利用した二酸化炭素分布情報の改善
○日射・赤外放射に関するデータを気象
庁ホームページで提供開始

○気象庁においては、アジアにおける中核
的な気象機関として、全世界的に標準化さ
れた気象観測、データ処理・データ交換の
ネットワークを通じ、引き続き気象、気候
分野における情報の収集、整理、提供を行
うととともに、一層の充実を目指す。

○気象庁ホームページ中
「地球環境・気候」
○海洋の健康診断表

　 　 　 ○ 　

http://www.data.ki
shou.go.jp/climate
/index.html

http://www.data.jm
a.go.jp/gmd/kaiyou
/shindan/index.htm
l
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・国境を越える環境汚染等の問題につ
いて、クリーンアジア・イニシアティ
ブ等の情報収集及び利用のための国際
協力ネットワークの構築を目指す。こ
れに向け、環境省においては、アジア
を中心とする国際協力の枠組みの全体
像を把握し、その結果について情報の
共有を図ること等を関係府省と連携し
て検討する。

環境分
野の国
際協力
担当府
省

○

○クリーンアジア・イニシアティブ
（CAI）及び日中韓三カ国環境大臣会合
（TEMM）のホームページの開設及び更
新を行った。
○また、CAIニュースレター及び個別施
策のファクトシートの発行を行うな
ど、各種情報発信を行った。
○さらに、23年4月1日に環境CSR推進の
ための国際情報サイトを開設した。

○24年度及び25年度は、クリーンアジ
ア・イニシアティブ（CAI）及び日中韓三
カ国環境大臣会合（TEMM）のホームペー
ジの更新を行った。
○また、CAI二ュースレターの発行を行う
など、各種情報発信を行った。
○さらに、環境CSR推進のための国際情報
サイトの更新を行うとともに、26年1月に
当サイトを外部サーバーから内部サー
バーへと移行することで、セキュリティ
の更なる強化をおこなった。
○アジア地域における環境協力の取組の
紹介等を行っている各種ホームページ
を、各種国際会議において積極的に発信
した。【地球局】

○クリーンアジア・イニシアティブ
ニュースレター計4号発行
○環境CSR推進のための国際情報サイトの
サーバー移行
○各種国際会議における積極的発信

○費用対効果を考慮しながら、効率的な情
報発信を行う。
○上記の視点をふまえながら引き続き、ク
リーンアジア・イニシアティブ（CAI）及
び日中韓三カ国環境大臣会合（TEMM）の
ホームページの更新を行う。
○また、CAIニュースレターの発行を引き
続き行うとともに、積極的な配付・発信を
推し進める。
○さらに、これまでに構築した情報をもと
に、関係府省との共有等を一層推進する。

○クリーンアジア・イニ
シアティブニュースレ
ター（第9号～第12号）
○持続可能な開発に向け
た国際環境協力
○日中韓の環境協力-
TEMM-日中韓三カ国環境
大臣会合 日本オフィ
シャルサイト

　 ○ 　 ○ ○

http://www.env.go.
jp/earth/coop/coop
/cai/news_pam.html

http://www.env.go.
jp/earth/coop/coop
/index.html

http://www.env.go.
jp/earth/coop/eco-
csrjapan/
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(1)⑧
ITの活用

・ITや各種センサーの開発普及状況を
踏まえ、環境分野の政策立案及び実施
の参考となる情報基盤の構築に有用な
ITの活用強化について検討する。その
検討結果を踏まえ、環境省始め関係府
省等における情報システムの更新等の
機会に、これら技術の汎用性等に配慮
しつつ、導入の可否、適否について検
討した上で、導入可能なものについ
て、実施を促進する。

環境省

○

○ITの活用の一環として、平成23年5月
に環境政策情報に関するポータルサイ
ト及び環境経済情報ポータルサイトの
運用を開始した。平成24年4月には、コ
ンテンツの更新を行うとともに、ホー
ムページの機能を追加した。また、実
際に利用した者を対象としたWEBアン
ケート調査を行った。

○ポータルサイトについて、利用者の利
便性向上、速報性の向上、リンクの増加
を図り、年2回の更新を行った。【企調
室】

○更新頻度については、以下のとおり。
平成24年3月
平成25年6月
平成26年3月
平成26年9月（予定）
○平成26年8月末時点でのリンク数は、
407個（前回報告時から70個程度増加）。

○引き続きポータルサイトの更新に努める
とともに、WEBアンケート調査等により利
用者のニーズ等の調査を行い、幅広く同
ポータルサイトの改善に資する情報の収集
を図る。

○我が国の環境政策に関
するポータルサイト「日
本の環境政策」
○環境経済情報ポータル
サイト

　 　 　 ○ 　

http://www.env.go.
jp/doc/portal/

http://www.env.go.
jp/policy/keizai_p
ortal/index.html

○

○環境省において、国際的な環境に関す
る情報の交流の現状把握と課題等につい
て調査した結果等を踏まえ、クリーンア
ジア・イニシアティブ等のアジアを中心
とする国際協力の枠組みの全体像を把握
する。その全体像や各枠組みにおいて収
集、整理されている情報について関係府
省と共有を図る。その上で、これらの情
報をワンストップで効率的に利用できる
ような国際的な情報ネットワークの構築
などについて関係府省と連携を図りつ
つ、検討し、実施する。

○ITを活用した環境情報の収集、整理、
提供についての調査結果を踏まえ、情報
の検索を容易にする技術等のITの活用強
化について検討を行う。その検討結果
を、環境情報戦略連絡会において情報提
供を行うこと等を通じ、環境省始め関係
府省等における情報システムの更新等の
機会に、導入可能なものについて、実施
を促進する。

6/10
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資料２　環境情報戦略に基づく施策の状況（一覧表）
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着手の
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担当
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ＨＰ
（英）

CD等
データ

施策の開始から
平成23年度までに実施した業務
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の

アドレス

（２）利用者のニーズに応じた情報の提供
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(2)①
環境と経
済社会活
動等に関
する情報
の提供強
化

・（１）に基づく取組により収集され
た環境と経済社会活動等に関する情報
提供を、環境情報の利用に関するアン
ケート調査結果等を踏まえ、強化す
る。その際、パンフレット等の紙媒体
とインターネットウェブやメールマガ
ジン等の電子媒体の利用とのベスト
ミックスにも配慮する。

環境省 ○平成22年12月より「環境経済観測調
査」を実施。対象約12,000社の一般統
計調査であり、半年ごとに実施、調査
案内、WEBの受付窓口、および結果をサ
イト上にて公表。

○環境経済観測調査
継続的に実施。【経調室】

○調査結果をより詳しく分析するため
に、調査項目を改善した。
○調査対象者に対する督促を複数回行
い、回答率を向上させた。
回収率：平成23年6月　  39.6％
　　　　平成23年12月　 35.1％
　　　　平成24年6月　　41.8％
　　　　平成24年12月　 38.5％
　　　　平成25年6月　　44.1％
　　　　平成25年12月　 41.9％ 
　 

○回収率向上に努めるとともに、回答内容
の質の向上のために、適宜、調査項目の改
善を行う。

○環境経済観測調査（環
境経済情報ポータルサイ
ト内）

　 　 ○ 　

http://www.env.go.
jp/policy/keizai_p
ortal/B_industry/b
03.html
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○環境産業市場・雇用規模の推計
毎年更新、業種の追加等、定義の見直
しも含め検討。公表に関しては環境経
済ポータルサイト上において更新して
いる。

○環境産業の市場規模・雇用規模
継続的に実施。【経調室】

○国内の環境産業を漏れなく捉えるため
に、業種の追加や分類の改善を行った。
○環境産業の市場規模・雇用規模推計
推計の結果、環境産業の市場規模約86兆
円、雇用規模約243万人となった。（平成
24年度）

○従来の「2000年からの国内市場規模・雇
用規模の推計」に加え、新たに「将来の国
内市場規模等の推移」や「海外市場規模等
の推計」を試行的に行う。

○環境産業の市場・雇用
規模の推計（環境経済情
報ポータルサイト内）

　 　 ○ 　

http://www.env.go.
jp/policy/keizai_p
ortal/B_industry/1
-2.suikei.pdf
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○環境成長エンジン研究会の実施
環境産業を経済成長のエンジンと捉
え、「実学」の立場に立って様々な環
境産業や、環境関連のビジネスに取り
組む企業の現状と課題を把握し、今後
を展望しようとするものであり、その
成果を環境政策や企業の実務・経営判
断に活用できるようにすることを目的
としている。

○環境ビジネス調査（環境成長エンジン
研究会）
継続的に実施。【経調室】

○海外に進出している企業を中心に、約
20社にヒアリングを行い、報告書では企
業の成功要因を体系的に分析した。

○環境産業の市場規模や環境産業の業種拡
大に対応するため、ヒアリング対象企業を
30社に拡大し、調査項目等の拡充を図る。

○環境産業情報（環境経
済情報ポータルサイト
内）

　 　 ○ 　

http://www.env.go.
jp/policy/keizai_p
ortal/B_industry/i
ndex.html
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○自然環境保全基礎調査等で収集した
自然環境に関する植生、動植物の分
布、湖沼及び沿岸域生態系等の情報に
ついて、情報の更新を行い情報提供の
機能を強化した。

○従来からの自然環境に関する情報提供
に加え、平成25年度においては、地方公
共団体や研究機関等、様々な主体から自
然環境に関する情報を収集し、管理・提
供する「いきものログ」システムを構築
し、情報提供の機能強化を図った。【自
然局】

○「いきものログ」システムを構築し、
情報提供機能を強化した。

○「いきものログ」システムや生物多様性
情報システム等による情報提供機能をさら
に強化し、自然環境に関する情報の充実を
図る。

○生物多様性センター

　 　 　 ○ ○

http://www.biodic.
go.jp/

41

(2)②
我が国に
おける環
境政策情
報に関す
るポータ
ルサイト
の構築等

・環境省のホームページ上に、政策課
題別に関連情報を統一的に提供する
ポータルサイトの構築についての検討
を開始する。

環境省

○

○平成23年5月に環境政策情報に関する
ポータルサイトの運用を開始した。
また、実際に利用した者を対象とした
WEBアンケート調査を行った。

○平成24年4月には、ポータルサイトにつ
いてコンテンツの更新を行うとともに、
ホームページの機能を追加した。また、
利用者の利便性向上、速報性の向上、リ
ンクの増加を図るべく、年2回の更新を
行った。【企調室】

○更新頻度については、以下のとおり。
平成24年3月
平成25年6月
平成26年3月
平成26年9月（予定）
○平成26年8月末時点でのリンク数は、
407個（前回報告時から70個程度増加）。

○引き続きポータルサイトの更新に努める
とともに、利用者のニーズ等の調査を行
い、幅広く同ポータルサイトの改善に資す
る情報の収集を図る。

○我が国の環境政策に関
するポータルサイト「日
本の環境政策」
○環境経済情報ポータル
サイト

　 　 　 ○ 　

http://www.env.go.
jp/doc/portal/

http://www.env.go.
jp/policy/keizai_p
ortal/index.html
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・同ホームページ利用者からのサイト
に関する意見等を踏まえて、利用主体
別のサイトの計画的な構築について検
討を行う。

環境省

○

○平成24年4月コンテンツの更新及び
ホームページのリニューアルを行うに
当たり、利用主体別のサイトの構築を
検討する一環として、実際に利用した
者を対象にWEBアンケート調査を行っ
た。

○利用主体別サイトの計画的構築の検討
のため、平成25年2月に地方公共団体、平
成25年3月にNPO等環境保全団体などにア
ンケートを行った。【企調室】

○アンケートの主な意見は以下のとお
り。
＜地方公共団体＞
・ 断片的な情報の提供が多いため、利用
者が分かりやすいように体系的な情報集
約及び情報提供が必要。（環境情報で
も、他省庁のホームページに掲載されて
いる場合もあり。）
・ 自治体では、環境情報だけでなく他の
行政情報と連携した発信が必要であり、
国レベルでも工夫してほしい。
＜NPO＞
・過去のデータ蓄積が少ない。
・一般人や子どもにも分かりやすく発信
してほしい。
・利用者のニーズは様々なので、バイア
スのかかっていない一次情報を提供して
もらえばよい。

○平成24年、平成25年のアンケートの結果
を踏まえながら、利用主体別のサイトの構
築を検討していくとともに、ポータルサイ
ト上に意見を受け付けられるポストを設置
するなど、随時意見を受け付ける方法を検
討する。
また、「過去のデータ蓄積」や「分かりや
すい発信」等につき、関連担当課と連携し
対応を進める。
○地方公共団体の意見については、これま
でに実施したアンケート（15地方公共団
体）を参考にしながら、実施数をより増や
し、意見を取りまとめる。
○利用者の利便性向上、情報の速報性・新
鮮度の向上のため、
・トップページ以外からでもポータルサイ
トに入れるように、各部局のページなどへ
のリンク
・（環境省HP内の）「報道発表」や「新
着・更新情報」へのリンク
を検討する。
○引き続き、環境省生物多様性センターHP
（例：モニタリングサイト1000）等で、調
査結果の一次情報（原データ）等の提供を
行う。

○環境省生物多様性セン
ターHP（例：モニタリン
グサイト1000等における
調査結果の一次情報（原
データ）等の提供）

　 　 　 ○ 　

http://www.biodic.
go.jp/moni1000/fin
dings/data/index.h
tml

○

○定期的に行う環境情報利用に関する意
識調査結果等を踏まえ、環境省のホーム
ページ上に、各政策課題等について、利
用主体別のサイトを計画的に構築してい
くための検討を行う。

○定期的に行う環境情報利用に関する意
識調査結果等を踏まえ、環境省のホーム
ページ上に、例えば低炭素社会の構築等
の政策課題別に関連情報を統一的に提供
するポータルサイトの構築についての検
討を実施する。なお、21年度において
は、「国の環境政策」（仮称）に関する
ポータルサイトを構築し、関係府省にお
ける環境政策全般に関するトップページ
と環境省ホームページのポータルサイト
へのリンク等を行う予定。

○（１）①及び②に基づく取組により収
集された環境と経済社会活動及び自然環
境に関する情報提供について、定期的に
行う環境情報利用に関する意識調査結果
等に基づき強化する。
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資料２　環境情報戦略に基づく施策の状況（一覧表）

整理
番号

項　目
環境情報戦略における

「当面優先して取り組む施策」
着手の
有無

担当
府省

具体的な施策の内容
書籍 パンフ

発信した情報の媒体

ＨＰ
（英）

CD等
データ

施策の開始から
平成23年度までに実施した業務

今後の課題・方向性
（今後３年間程度について記載）

平成24・25年度の取組

ＨＰ
実施した業務の概要 平成23年度からの変化、成果

発信した情報の名称
※赤字はポータルサイトに
リンクしていないもの

ホームページ
の

アドレス

43

・環境省始め関係府省、地方公共団
体、公的研究機関（大学等を除く）の
ホームページ内の関連ページ同士のリ
ンクを緊密にすることを通じ、ワンス
トップで情報（源）がわかるような仕
組みの構築を進める。

環境省

○

○本ポータルサイト上において、関係
府省のほか、国立環境研究所等の公的
研究機関や都道府県の環境政策サイト
等とリンクを設定した。各リンクに
は、リンク先の概要を表示した。

○これまでに引き続き、本ポータルサイ
ト上において、関係府省のほか、国立環
境研究所等の公的研究機関や都道府県の
環境政策サイト等とリンクを設定した。
【企調室】

○環境省  137リンク
○内閣府  10リンク
○総務省  10リンク
○法務省  1リンク
○外務省  18リンク
○財務省  2リンク
○文部科学省  12リンク
○厚生労働省  4リンク
○農林水産省  35リンク
○経済産業省  34リンク
○国土交通省  48リンク
○防衛省  1リンク
○国立環境研究所 41リンク
○その他独立行政法人 28リンク
○都道府県  68リンク
※複数府省等が管理するものは重複して
カウント

○引き続きポータルサイト上のリンクの充
実を図りつつ、環境情報の提供に当たっ
て、利用者のニーズを踏まえつつ、ワンス
トップで情報がわかるような仕組みの構築
を進めていく。

○我が国の環境政策に関
するポータルサイト「日
本の環境政策」
○環境経済情報ポータル
サイト

　 　 　 ○ 　

http://www.env.go.
jp/doc/portal/

http://www.env.go.
jp/policy/keizai_p
ortal/index.html

44

(2)③
海外に対
する情報
発信の強
化

・環境省のホームページ等における海
外向けの情報サイトを通じ、我が国の
公害克服経験や環境政策の最新の動向
及び企業、NPO等による環境保全活動や
国際機関による我が国の環境政策の評
価等に関する情報の英語等での発信を
強化していく。

環境省 ○環境省のホームページにおいて、英
語による情報発信を強化するととも
に、英語による報道発表についても強
化しているところ。

○環境省のホームページにおいて、地球
環境局から英語による国際広報誌 Japan 
Environment Quarterly (JEQ)を発信する
など、英語による情報発信を強化した。
【企調室】

○国際広報誌 Japan Environment 
Quarterly (JEQ)の発行。

○現在、英語による情報発信は環境省ホー
ムページの一部であることから、英語コン
テンツの定期的更新を実施しながら、必要
に応じて拡充を検討していく。

○国際広報誌 Japan 
Environment Quarterly 
(JEQ)
○環境省英語版ホーム
ページ

　 ○ 　 　 ○

http://www.env.go.
jp/en/focus/jeq/in
dex.html

http://www.env.go.
jp/en/

45

○平成22年度、日本の環境政策が客観
的に評価されているという情報を提供
するため、OECDが2010年に行った対日
環境保全成果レビューの結果を公表し
た。【企調室】 － －

○平成22年度の対日環境保全成果レビュー
審査を踏まえて、OECDは日本に対する38の
勧告等を、環境保全成果作業部会にて承認
したところ、日本は平成28年を目途に、本
勧告に対する中間進捗報告を作成し、環境
保全成果作業部会にて報告し、日本の環境
政策を国際機関を通じて発信していく。

○OECD環境保全成果レ
ビュー審査会合の結果に
ついて

　 　 　 ○ 　

http://www.env.go.
jp/earth/info/oecd
_epr3.html

46

○平成23年度版環境統計集の英語版の
作成を行い、ホームページ上で公開し
た。

○平成24年度版及び25年版環境統計集の
英語版を作成し、ホームページに公表し
た。【企調室】

○25年版環境統計集の英語版の作成過程
で委託業者による翻訳の誤りが発見され
たことから、より速やかかつ正確な英語
版の公表をすべく、翻訳の定訳化のほ
か、統計ごとに非統一的であった統計
データの体裁を適正化・定型化し、今後
の統計データの更新作業の簡易化を図っ
た。

○平成26年版環境統計集の英語版につい
て、平成26年中に環境省ホームページで公
開する。
また、平成27年以降も引き続き英語版を作
成し、速やかに公開していく。

○Annual Report on 
Environmental 
Statistics

　 　 　 　 ○

http://www.env.go.
jp/en/statistics/
（公開停止中）
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環境省及び
他の環境情
報戦略担当
府省

○各府省において環境配慮の方針、環
境物品等の調達及び温室効果ガス等の
排出の削減に配慮した契約を行い、そ
の情報をホームページ上で公開した。

○引き続き、各府省において環境配慮の
方針、環境物品等の調達及び温室効果ガ
ス等の排出の削減に配慮した契約を行
い、その情報をホームページ上で公開し
た。
○環境省環境配慮の方針に基づく自主的
点検結果として、環境報告書（環境配慮
促進法に基づく環境配慮等の状況）を公
表した。【企調室】

○環境報告書（環境配慮促進法に基づく
環境配慮等の状況）を公表した。

○引き続きこれまでの取組を実施してい
く。

○環境配慮の方針

　 　 　 ○ 　

http://www.env.go.
jp/policy/kihon_ke
ikaku/hairyo/

48

○交通管制システムにより、収集、分
析したデータを交通情報としてカーナ
ビ、携帯電話、インターネット等を活
用して広く提供した。

○交通管制システムにより、収集、分析
したデータを交通情報としてカーナビ、
携帯電話、インターネット等を活用して
広く提供した。【警察庁】

○これまでの取組を引き続き実施した。 ○引き続き、交通管制システムにより、収
集、分析したデータを交通情報としてカー
ナビ、携帯電話、インターネット等を活用
して広く提供していく。

49

○環境省ホームページの改善に関する
調査を実施し、情報分類の見直し、コ
ンテンツ・マネージメント・システム
（CMS)の導入等の検討を行った。

○25年度に報道発表資料などの一部コン
テンツをＣＭＳ化した。【情報室】

○一部コンテンツをＣＭＳ化し、ホーム
ページの更新を職員が行う事により、更
改までの時間を前日の16時までに登録し
なければならなかったものを２～３時間
程度に短縮した。

○一般的なページのＣＭＳ化を行うと共に
情報分類の見直しを行う。

○環境省ウェブサイト作
成ガイドライン

○

http://www.env.go.
jp/other/gyosei-
johoka/web_gl/inde
x.html
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・特に、GISについて、利用の向上や新
たな検索技術との連携等に関し必要な
調査を実施し、その成果の活用を図
る。また、個々の情報が有する意味の
関連性をたどって検索できる手法等に
ついて、現在開発が進められている
データの統合や解析を行うシステム等
を参考としつつ検討を実施する。

環境省
文部科学省
（データの
統合や解析
を行うシス
テムに係る
事項を担
当）

環境情報戦
略担当府省

○情報をインターネット地図上に視覚
的に表示するとともにデータ検索・閲
覧可能なシステムを整備し、環境省
ホームページで公開した。
○地理的位置に関するデータを総合的
に管理・加工し、視覚的に表示、高度
な分析や迅速な判断を可能にするGIS
データの活用の促進等を図るため、各
種GISの機能、利用環境整備等につい
て、環境省及び地方環境事務所の利用
者を対象としたGIS講習会を開催した。

○GISデータの活用促進及び地理的位置
データを視覚的に把握することによる科
学的かつ効率的な自然環境行政の実現の
ために、平成25年度においてGISソフト
ウェアを自然環境局技術系職員の各職員
用端末に導入するとともに、環境省及び
地方環境事務所等でGIS講習会を実施し
た。【自然局】

○GISデータの充実及びGISソフトウェア
を自然環境局技術系職員の各職員用端末
に導入した。

○より一層GISデータの充実を図るととも
に、自然環境行政における業務の効率化等
を目的としてGISの利活用を推進してい
く。

○自然環境情報GIS提供
システム

　 　 　 ○ 　

http://www.biodic.
go.jp/trialSystem/
top.html

○

・IT新改革戦略（平成18年１月19日IT
戦略本部決定）等を踏まえ、情報提供
に向けた行政部内における情報の作
成、編集過程の効率化、利用者による
利用の向上を図るため、ITを積極的に
活用する。

○

○

(2)④
ITの活用
による情
報提供の
展開

○ITを活用した環境情報の収集、整理、
提供についての調査結果を踏まえ、情報
源の異なる情報を集めて提供する技術等
のITの活用強化について検討を行う。そ
の検討結果を、環境情報戦略連絡会にお
いて情報提供を行うこと等を通じ、環境
省始め関係府省等における情報システム
による情報提供機能の強化等の機会に、
導入可能なものについての導入を促進す
る。

○平成21年度以降に実施するITを活用し
た環境情報の収集、整理、提供について
の調査においては、GISの利用の向上や
新たな検索技術との連携等に関し必要な
調査を実施し、その成果の活用を図る。
また、個々の情報が有する意味の関連性
をたどって検索できる手法等について
は、現在、文部科学省において開発が進
められているデータ統合・解析を行うシ
ステム等を参考としつつ検討を実施す
る。
○なお、これらの調査検討の成果につい
ては、環境情報戦略連絡会において、提
供する等により関係府省での活用を促
す。

○環境省のホームページ等における海外
向けの情報サイトを通じ、我が国の公害
克服経験や企業、NPO等による環境保全
活動やOECD等国際機関による我が国の環
境政策の評価等に関する情報の英語等で
の発信を強化していく。

○定期的に行う環境情報利用に関する意
識調査結果等を踏まえ、環境省のホーム
ページ上に、各政策課題等について、環
境省始め関係府省、地方公共団体、公的
研究機関（大学等を除く）のホームペー
ジ内の関連ページ同士のリンクを緊密に
することを通じ、ワンストップで情報
（源）がわかるような仕組みの構築を進
める。

8/10

http://www.env.go.jp/doc/portal/
http://www.env.go.jp/doc/portal/
http://www.env.go.jp/doc/portal/
http://www.env.go.jp/doc/portal/
http://www.env.go.jp/doc/portal/
http://www.env.go.jp/doc/portal/
http://www.env.go.jp/earth/info/oecd_epr3.html
http://www.env.go.jp/earth/info/oecd_epr3.html
http://www.env.go.jp/earth/info/oecd_epr3.html
http://www.env.go.jp/en/statistics/（公開停止中）
http://www.env.go.jp/en/statistics/（公開停止中）
http://www.env.go.jp/en/statistics/（公開停止中）
http://www.env.go.jp/policy/kihon_keikaku/hairyo/
http://www.env.go.jp/policy/kihon_keikaku/hairyo/
http://www.env.go.jp/policy/kihon_keikaku/hairyo/
http://www.env.go.jp/other/gyosei-johoka/web_gl/index.html
http://www.env.go.jp/other/gyosei-johoka/web_gl/index.html
http://www.env.go.jp/other/gyosei-johoka/web_gl/index.html
http://www.env.go.jp/other/gyosei-johoka/web_gl/index.html


資料２　環境情報戦略に基づく施策の状況（一覧表）

整理
番号

項　目
環境情報戦略における

「当面優先して取り組む施策」
着手の
有無

担当
府省

具体的な施策の内容
書籍 パンフ

発信した情報の媒体

ＨＰ
（英）

CD等
データ

施策の開始から
平成23年度までに実施した業務

今後の課題・方向性
（今後３年間程度について記載）

平成24・25年度の取組

ＨＰ
実施した業務の概要 平成23年度からの変化、成果

発信した情報の名称
※赤字はポータルサイトに
リンクしていないもの

ホームページ
の

アドレス
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○文部科学省において、地球観測デー
タ、気候変動予測データと社会経済情
報の統合解析によって科学的・社会的
有用な情報を提供する「データ統合・
解析システム」の構築を進めた。

○文部科学省「地球環境情報統融合プロ
グラム」において、データ統合・解析シ
ステム（DIAS）の高度化・拡張、利用促
進を実施した。【文部科学省】

○DIASの高度化・拡張を図るための容量
の拡大を行った。
○また、DIASの長期運用に向けた検討を
実施した。

○DIASの長期運用に向けた検討を完了し、
平成28年より、社会的インフラとなるよう
な長期運用体制に移行する。

○地球環境情報統融合プ
ログラム

　 ○ 　 ○ 　

http://www.editori
a.u-
tokyo.ac.jp/projec
ts/dias/
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(2)⑤
環境情報
の信頼
性、正確
性の確保
等

・環境情報の信頼性、正確性等を確保
するため、当面特に取り組む施策とし
て、グリーン購入の信頼回復と適正化
に向けた対応を進める。

環境省

○

○平成21年度より、古紙配合率及び再
生プラスチック配合率に関する調査手
法を検討するべく科学的検証を行い、
その結果に基づき平成22年度に「特定
調達物品等の表示の信頼性確保に関す
るガイドライン」を作成した。またガ
イドラインを具体例も交えて分かりや
すく解説したパンフレットも作成し
た。

○平成24年度に、環境表示とその信頼性
確保の取組について、市場の動向、環境
ラベルの利用状況等を調査し、正確かつ
信頼性を担保した適切な環境表示方法を
示した「環境表示ガイドライン」の改訂
を実施した。
○平成25年度に、「特定調達物品等の表
示の信頼性確保に関するガイドライン」
の活用状況について、業界団体及び事業
者にヒアリングを実施した。【経済課】

○ヒアリング調査を行った業界団体で
は、各業界ともガイドラインに記載され
ている内容を実施し、一定の取組が拡大
してきていることが確認された。

○環境表示の信頼性確保の取組について
は、業界や事業者規模によって差異が見ら
れることから、現時点では普及途中段階に
あるものと考えられる。
ついては、事業者における適切な情報開示
を行うという自己適合宣言の意義を理解
し、ガイドラインの内容の確実な取組を実
施することが重要であり、ガイドラインの
普及とともに、確実な取組の実施を促すた
め、継続した状況把握が必要。

○パンフ「特定調達物品
等の表示の信頼性確保に
関するガイドライン」
（平成22年度策定）
○パンフ「グリーン購入
法の特定調達物品等にお
ける表示の信頼性確保に
向けて～サプライチェー
ンを通じた実践の手引
き」（平成23年度策定）
○HP「特定調達物品等の
表示の信頼性確保に関す
るガイドライン～「判断
の基準」への適合の確認
と表示～」

　 ○ 　 ○ 　

http://www.env.go.
jp/policy/hozen/gr
een/trust/guidelin
e/index.html
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(2)⑥
情報収集
の計画段
階におけ
る情報提
供のあり
方に関す
る検討

・収集した情報を利用者にわかりやす
く加工して提供するため、情報収集の
計画段階から、データを収集した機関
において、情報管理者、コーディネー
タの役割を意識した取組がなされるよ
うにする。このため、当該情報を必要
とするグループや情報の使われ方を踏
まえて適切な内容と提供方法にするた
めの検討項目のリスト化について検討
し、その成果を政府全体に普及させる
ことを検討する。

環境省

○

○情報提供の在り方の検証の一環とし
て、平成22年版環境白書について
Youtubeによる動画情報の発信、簡易情
報サイト（Twitter）による情報発信を
行った。

○情報を必要とするグループや情報の使
われ方を踏まえて、適切な内容・提供方
法を検討するため、平成25年2月に地方公
共団体、平成25年3月にNPO等環境保全団
体など、利用主体別のアンケートを行っ
た。【企調室】

○情報提供のあり方に関する検討のた
め、利用主体別のアンケートを実施し
た。
○アンケートの主な意見は以下のとお
り。
・過去のデータ蓄積が少ない。
・一般人や子どもにも分かりやすく発信
してほしい。
・利用者のニーズは様々なので、バイア
スのかかっていない一次情報を提供して
もらえばよい。

○引き続き、利用者の環境情報に対する
ニーズ等の調査を行いつつ、情報を必要と
するグループや情報の使われ方を踏まえ、
適切な情報の提供方法等を検討する。
○引き続き、環境省生物多様性センターHP
（例：モニタリングサイト1000）等で、調
査結果の一次情報（原データ）等の提供を
行う。
○引き続きポータルサイトの更新に努める
とともに、利用者のニーズ等の調査を行
い、幅広く同ポータルサイトの改善に資す
る情報の収集を図る。

○環境省生物多様性セン
ターHP（例：モニタリン
グサイト1000等における
調査結果の一次情報（原
データ）等の提供）
○我が国の環境政策に関
するポータルサイト「日
本の環境政策」
○環境経済情報ポータル
サイト
○Youtube動画「田中真
弓さんが環境白書を紹
介！」にて、アニメ声
優・女優の田中真弓氏に
よる環境白書PR動画を配
信。
○Youtube動画「竹田え
りさんが環境白書を紹
介！」にて、作曲家・歌
手の竹田えり氏による環
境白書PR動画を配信。

　 　 ○ 　

http://www.biodic.
go.jp/moni1000/fin
dings/data/index.h
tml

http://www.env.go.
jp/doc/portal/

http://www.env.go.
jp/policy/keizai_p
ortal/index.html

http://www.youtube
.com/watch?v=HyPEv
maaDOw

http://www.youtube
.com/watch?v=k35Nv
-x-
ATQ&feature=relmfu
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(2)⑦
「見える
化」等の
ための効
果的な取
組方法の
検討実施

・温室効果ガス排出量の「見える化」
等に関する効果的な情報提供について
の取組方法を検討し、実施する。

農林水
産省、
経済産
業省及
び環境
省

○平成22年度は、21年度に実施したモ
デル事業を引き続き普及すべく、広報
活動・検証業務・ホームページの運営
を行った。
○平成23年度は、民間主導によるプロ
グラムの普及拡大のため、3年間のモデ
ル事業の実績・課題を検証し、今後の
改善に向けて検討・提言を行った。

○平成23年度に策定した「エコ・アク
ション・ポイントに関するガイドライ
ン」に基づき、ポイントプログラムの運
営主体となる民間事業者の運用状況等を
毎年度、継続的に確認。
○平成24年度には、社会ニーズの変化や
知見の集積等を踏まえ、当該ガイドライ
ンを改訂。【経済課】

○「エコ・アクション・ポイントに関す
るガイドライン」の改訂。

○ポイントプログラムの信頼性及び公平性
を確保するため、引き続き、運営主体にお
けるプログラムの運用状況のチェック・評
価等を行うとともに、必要に応じ、ガイド
ライン等の見直しを行う予定。

○エコ・アクション・ポ
イント（パンフレット）

○エコ・アクション・ポ
イント環境省サイト

○エコ・アクション・ポ
イント運営主体サイト

○ 　 ○ 　

http://www.env.go.
jp/policy/eco-
point/top.html

http://eco-ap.jp/
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○平成21～22年度は下記①、②を実
施。平成23年度は③を実施した。
①事業者の商品・サービスの評価広報
事業
事業者の提供する商品・サービスの利
用等による温室効果ガス排出量の見え
る化（算定・表示・活用方法）を検討
することで、国民による、より省CO2な
商品・サービスの選択を促すととも
に、事業者が提供する商品・サービス
のCO2の「見える化」を目指す。
②日常生活における「見える化」の効
果検証事業
日用品の買物等に伴う温室効果ガス排
出量の把握を含め、日常生活に関する
包括的で、詳細な「見える化」の検討
を行った。
③日常生活CO2情報提供ツールの作成
日常生活における「見える化」の効果
検証事業の一環として、家庭における
CO2排出量の「見える化」を目的に
「CO2みえ～るツール」の公開を行っ
た。

○日常生活CO2情報提供ツールの運用
日常生活における「見える化」の効果検
証事業の一環として、家庭におけるCO2排
出量の「見える化」を目的に「CO2みえ～
るツール」の運用、保守、管理を行っ
た。【地球局】

○平成23年度までに引き続き、平成24年
度末まで「CO2みえ～るツール」の運用を
行い、利用状況の集計・分析を行った。

○平成23年度から推進している家庭エコ診
断推進基盤整備事業において、対面診断を
通じて生活に伴うCO2排出量等を可視化す
る環境が整えられてきたことから、平成25
年度末をもって「CO2みえ～るツール」を
閉鎖済である。

○温室効果ガス「見える
化」推進戦略会議

○日常生活CO2情報提供
ツール「CO2みえ～る
ツール」について

　 　 　 ○ 　

http://www.env.go.
jp/council/37ghg-
mieruka/yoshi37.ht
ml

http://www.env.go.
jp/earth/ondanka/m
ieeeru/index.html
（現在はサイト閉
鎖）

○

○平成21年度以降に実施するITを活用し
た環境情報の収集、整理、提供について
の調査においては、GISの利用の向上や
新たな検索技術との連携等に関し必要な
調査を実施し、その成果の活用を図る。
また、個々の情報が有する意味の関連性
をたどって検索できる手法等について
は、現在、文部科学省において開発が進
められているデータ統合・解析を行うシ
ステム等を参考としつつ検討を実施す
る。
○なお、これらの調査検討の成果につい
ては、環境情報戦略連絡会において、提
供する等により関係府省での活用を促
す。

○偽装等の問題に見られたように、不適
切な情報の表示等により環境情報の信頼
性が揺らいでいることを踏まえ、環境配
慮製品について一定量の抜取り調査（製
品テスト）を行い、実態把握、不正事案
の公表、適確な情報提供等を進める。

○専門家及び関係府省の意見を聴きつ
つ、例えば、本戦略３（２）②に掲げた
環境情報の用途毎に、想定される情報利
用者のニーズに応じた提供情報の内容や
作成方法等を類型化したリストを作成す
る。その成果について、環境情報戦略連
絡会において情報提供する等により、政
府全体への普及を図る。

○農林水産省、経済産業省及び環境省で
実施している「見える化」、エコ・アク
ション・ポイント、環境ラベル等に関す
る効果的な情報提供についての取組方法
を検討し、実施する。

○
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http://www.editoria.u-tokyo.ac.jp/projects/dias/
http://www.editoria.u-tokyo.ac.jp/projects/dias/
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資料２　環境情報戦略に基づく施策の状況（一覧表）

整理
番号

項　目
環境情報戦略における

「当面優先して取り組む施策」
着手の
有無

担当
府省

具体的な施策の内容
書籍 パンフ

発信した情報の媒体

ＨＰ
（英）

CD等
データ

施策の開始から
平成23年度までに実施した業務

今後の課題・方向性
（今後３年間程度について記載）

平成24・25年度の取組

ＨＰ
実施した業務の概要 平成23年度からの変化、成果

発信した情報の名称
※赤字はポータルサイトに
リンクしていないもの

ホームページ
の

アドレス
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○平成22年度において、生産者の生産
段階での温室効果ガス排出量を算定す
るためのデータベースを整備。

○温室効果ガス排出量を算定するための
データベースの更新。　　　　　　　　　
　　　○農林漁業者の努力により達成し
た温室効果ガス排出削減量等の効果的な
表示方法を検討するため、表示を行った
農産物の試験的販売や、消費者に対する
アンケート調査等の実施。【農林水産
省】

○温室効果ガス排出量を算定できる品目
が46品目となった（平成23年度から６品
目の増加）。　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　○３カ所の農業者を対象に
実施した温室効果ガス削減量等の効果的
な表示方法等に関する調査の成果を事例
集として取りまとめた。

○25年度までの事業の成果を農林水産関係
のイベント等で展示することなどにより、
農林水産分野における「CO2の見える化」
の事業者・消費者への普及の促進を図る。

○農産物等のCO2簡易算
定

　 　 　 ○ 　

http://co2mieruka.
maff.go.jp/
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○経産省、環境省、農水省及び国交省
が連携し、平成21年度からカーボン
フットプリント制度の試行事業を実
施。

○企業による製品・サービスのカーボン
フットプリントの算定及び算定した温室
効果ガス排出量を相殺するカーボン・オ
フセットを促進するため、カーボン・オ
フセットを行った製品等に専用のラベル
（どんぐりマーク）を添付し、当該製品
等の普及を推進する仕組みを平成24年度
に構築。さらに、消費者への一層の訴求
を図るためのポイント制度（どんぐりポ
イント制度）を平成25年度に構築した。
【経済産業省】

○カーボンフット・プリントについては
制度の構築・普及が進んだ結果、平成24
年度より民間に移行。認定を受けた製品
等は平成25年度末で936製品にのぼった。
また、どんぐりマーク制度への参加は平
成24年度では８事業者12製品にとどまっ
たが、平成25年度では27事業者57製品に
増加し、着実に本制度の普及が進んでい
る。

○平成28年度以降、補助金によらない自立
的な運営制度とすることを目指し、参加事
業者、製品等の更なる拡大、制度の普及促
進に取り組む。

○CFPを活用したカーボ
ン・オフセット制度

○どんぐりポイント

○ ○ 　 ○ ○

http://www.cfp-
offset.jp/index.ht
ml

http://donguripoin
t.jp/
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○事業者による原料調達から廃棄物処
理までのサプライチェーン全体での温
室効果ガス排出量の把握と管理を通
じ、サプライチェーンでの温室効果ガ
スの見える化及び排出削減に向けた取
組を推進するため、平成23年度におい
て算定ガイドライン等の整備をした。

○平成24年度：国内外動向調査、算定方
法・原単位の見直し、算定事例収集・算
定支援、物流部門の削減ポテンシャル診
断、削減貢献量算定方法の検討
平成25年度：国内外動向調査、算定方
法・原単位の見直し、算定事例収集・算
定支援、算定セミナー開催、削減貢献量
算定方法の検討【地球局】

○平成23年度に整備した算定ガイドライ
ンの普及啓発のため、平成24年度から算
定支援を実施。平成25年度からは先進企
業だけでなく裾野拡大へ向けて、セミ
ナー形式のワークショップを開催。ま
た、削減貢献量ガイドライン策定の国際
動向をふまえ、削減貢献量算定方法を検
討。

○国内外動向を調査し算定方法・原単位の
見直し、算定ガイドラインを改訂する。
算定に取り組む事業者の裾野拡大や算定の
質向上へ向け、算定支援・セミナー・WEB
やパンフレットによる情報発信を実施す
る。
削減貢献量ガイドライン策定へ向けた国際
動向をふまえ、削減貢献量算定方法を検討
する。

○「グリーン・バリュー
チェーンプラットフォー
ム」

　 　 　 ○ 　

http://www.gvc.go.
jp/
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(2)⑧
関係団体
との連携
協力

・本戦略の推進に係る関係団体との会
議の設置等を検討する。それにより、
関係団体との役割分担を明らかにしつ
つ、連携協力の下、本戦略に基づく施
策を実施する。

環境情
報戦略
連絡会
担当府
省

○

○関係団体との役割分担、連携協力に
ついて検討を進めた。

○関係団体との役割分担、連携協力の観
点から、「我が国の環境政策に関する
ポータルサイト『日本の環境政策』」上
において、関係府省、国立環境研究所等
公的研究機関や都道府県の環境政策サイ
ト等とリンクを設定することにより、情
報発信を強化。【企調室】

○環境省  137リンク
○内閣府  10リンク
○総務省  10リンク
○法務省  1リンク
○外務省  18リンク
○財務省  2リンク
○文部科学省  12リンク
○厚生労働省  4リンク
○農林水産省  35リンク
○経済産業省  34リンク
○国土交通省  48リンク
○防衛省  1リンク
○国立環境研究所 41リンク
○その他独立行政法人 28リンク
○都道府県  68リンク
※複数府省等が管理するものは重複して
カウント

○環境省所管の関係団体との役割分担、連
携協力の観点から、国立環境研究所等公的
研究機関や都道府県の環境政策サイト等の
情報について、ポータルサイトへのリンク
を充実していくとともに、ポータルサイト
上に意見を受け付けられるポストを設置す
るなど、随時意見を収集することで、関係
団体の情報発信に関するニーズを吸い上げ
る。

○我が国の環境政策に関
するポータルサイト「日
本の環境政策」
○環境経済情報ポータル
サイト

　 　 　 ○ 　

http://www.env.go.
jp/doc/portal/

http://www.env.go.
jp/policy/keizai_p
ortal/index.html

○環境省において、関係団体との会議の
設置等を検討し、会議の開催に当たり、
関係府省にも参加を呼びかける。

○

10/10
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